
わたしと強度行動障がい

～出会って四半世紀～

福岡障害者支援センター

本田 央（ひろ）
社会福祉士 特別支援教育士 公認心理師
介護福祉士 自閉症スペクトラム支援士



＜自己紹介＞
H11年５月～ 大学卒業後、とある進学塾の国語講師

H11年11月～ 大野城すばる園（療育、GH、作業所）

H14年4月～ 知的障害者通所授産施設

H18年3月～ 居宅支援センター（行動援護）

H20年4月～ 障がい福祉サービス事業所（生活介護）

H23年4月～ 居宅支援センター（サービス提供責任者）

H26年5月～ 相談支援センター（相談支援専門員）

R元年4月～ 鹿児島大学 大学院 教育学研究科

R3年4月～ 地域生活支援拠点事業所 四箇（しか）

グループホームなごみ・短期入所ポノ

R5年3月 行動援護フォーラム（チャレンジング行動）





地域生活支援と行動援護
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ご質問の回答（例）

１）行動障害が固着化した成人のケースへの対応、
根気強く手順通りに

→同じ方向性を目指し、統一した支援は必要だが、
支援者側が固くなりすぎるとぎこちなく柔軟性に欠
けてくる。

２）身体拘束の3要件

→障害者虐待防止法、児童、高齢者、DVなど

３）他害や破壊行為

→起こっていない場面はいつか？

→物理的に起こさせない。



・汎（般）化
→適切な行動を他の場面に広げていく。
・強度行動障害
→問題行動、行動障害、不適応行動、チャレンジング行
動
支援区分、行動関連項目、便宜上の行政用語
研修のネーミング（積極的行動支援者養成研修）

・虐待と支援
→無計画に行き当たりばったりで利用者、支援者の心身
が傷つくのが虐待。
多少の心身へのダメージがありながらも、その状況が想
定されており、計画的な関わりがなされているのが支援
ではないかと。



研究の構成

7

研究1：事例研究
（ケーススタディ）
根拠に基づいた支援
協働・チームアプローチ

研究2：家族支援
（社会的ケア）

信頼関係・共感性・相互扶助

研究3：人材養成（研修の効果評定）
支援技術・動機付け・組織論

社会的課題としての強度行動障害
虐待・脱施設化・ノーマライゼーション

強度行動障害のある人に対する地域生活の保障と人材養成の意義



Ⅰ 問題と目的

【問題と背景】

〇強度行動障害について、40年以上の研究や実践の蓄

積があるにもかかわらず、在宅を余儀なくされている

状況や、施設や病院、学校等の関係機関で対応に苦慮

されている現状。

〇行動障害がある子どものいる家族への「家族支援」

が十分に機能していない現状。

〇「強度行動障害支援者養成研修」などに代表される

人材養成の研修のあり方についての課題。
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強度行動障がいが現れている人への支援スキル
修得のためのステップで見る各研修の位置づけ





















支援とは

他人を支えたすけること

労力や金銭などの面で、その活動や事業を助ける意を表す

出典：三省堂大辞林第三版

支援の専門家が、支援を提供する際に必要なもの

・人を助けたい
・人の力になりたい 等

気持ち
気力
・
体力

知識 技術+ + +

・体調コントロール
・腰痛等の予防 等

・制度
・障がいの特性 等

・PDCAサイクル
・氷山モデルシート 等





マズロー（Maslow,A.H.）の欲求階層説

自己実現
の欲求

承認欲求

所属・愛情の欲求

生理的欲求

高
次

社会的欲求
（二次的欲求）

安全欲求
基本的欲求
（一次的欲求）

成
長
欲
求

欠
乏
欲
求



支援困難事例へのアプローチ
としての知識・技術・価値

支援困難事例

援助者

知識 技術

価値
（理念・思想・哲学）





日本における知的障害者の地域生活移行の支援
への示唆

五 本人支援
日本の移行支援においても本人支援が大きな
課題となっている。移行の有無についての希望
は本人に尋ねられるようになったが、移行時期
・移行場所・共同入居者・支援者・支援内容に
ついて支援を受けながら自己決定する機会は十
分に保障されているとは言い難い（鈴木2005）
。
日本のグループホームでも、本書で記述され
ているような行動変容プログラムに類似する方
法が、とりわけ自閉症を伴う行動障害のある本
人に対して実施されることが見られている。日
本では「構造化」や「TEACCHプログラム」が自
閉症の本人支援において重視されているが、こ
うした方法論を過剰に適用することによって本
人の行動を管理する状態が生じていないかどう
かということについて客観的に検証することが
求められる。

374ページ（2018年9月）



構造化の意味（成田 孝：鹿児島国際大学）

・「構造化」とは、状況（環境）が持っている意味が、明確

に伝わるようにして、子ども（当事者）が過ごしやすく学習

しやすい環境を設定することであり、

長所を生かして欠点を補う方略であり、自立や自己決定や自

己実現を容易にするための手法である（内山登紀夫）。

が、過度、強要、逆効果にならないように留意しなければな

らない。

なぜならば、

「構造化」は方法（手段）であって、目的ではない、から。



「させる・させられる活動」ではなく「する活動」を

「構造化は、子どもが単に分かって動くためでなく
、わかることの質、動けることの質、を高め、人と
関わりながら見通しをもって目的的、主体的に行動
できるようにするために、主体性（判断力、思考力
）を高めるために設定されなければならない。（上
岡一世）

一人ひとりに合致した構造化の追求は必要だが、そ
れ以上に教材研究が求められる。構造化は方法論で
完結するのではなく、学習内容及び何を学ぶかを最
重視しなければならない。学習内容・課題が子ども
（能力や興味・関心）に合っていなければ、構造化
は空回りする。



アイデア・情熱・であい

関わ
り方

教育観
福祉観

人間観・文化観

理念・価値観
信念・哲学重要

教材研究・手順書
支援方法・記録方法
構造化（環境設定）



強行支援のモチベーションは？

承認欲求



実践発表のススメ
施設内研修

↓

外部研修

↓

学会関係

・発達障害学会 ・福祉心理学会 ・発達心理
学会

・社会福祉学会 ・地域福祉学会 ・特殊教育
学会

・LD学会 ・行動分析学会

・自閉症スペクトラム学会 などなど



【まえがき】
近年の日本における強度行動障害者の地域生活支援

の取り組みは、2005年「行動援護従業者養成研修」

を契機に、2014年より全国的な研修として開始され

た「強度行動障害支援者養成研修」により緩やかに進

んできた。

過去30年以上にわたる研究や実践によって、行動

障害に対する基本的な支援方法、共通する支援の枠組

みがほぼ確立されてきたにもかかわらず、実践現場に

おいて、十分な周知徹底あるいは浸透がなされてきた

とは言い難い。そのため、行動障害へ適切に対応がで

きる人材、社会資源は限定されてきたといえる。



しかしながら、全国的にみた場合、他職種連携を活

かして福祉、教育、医療ときに司法の領域がそれぞれ

の専門性を発揮して、いわゆる困難事例に向き合う先

進的な取り組みを実施し成果をあげている組織が存在

するのも事実である。その場合、切迫した状況下での

判断やインフォーマルな協働体制を継続可能なチーム

として維持していくためにはいくつかの検証すべき観

点を考察しなければならない。財政的な基盤や人的資

源の確保および育成、また想定しうる事態に備えたリ

スクマネジメント等である。

具体的な事例実践を通して、強度行動障害の現状と

課題を整理し、今後の強度行動障害への支援の進むべ

き方向性について報告する。



当法人は、2021年5月より通所施設（生活介
護）とグループホーム（共同生活援助）による
一貫した支援を目指した強度行動障害のある人
の地域生活支援の拠点事業所を開始した。

本実践は、共同生活援助事業であるグループ
ホームでの取り組みを報告し、個に応じた一貫
した丁寧な対人支援の取り組みを通じて、強度
行動障害のある成人期の支援とはどうあるべき
かを解明する手がかりを見出すための報告とし
たい。



グループホーム なごみ外観







（行動①：食事の払いのけ）
A B C 分析・競合行動バイパスモデル

状況事象（Ｅ） 直前のきっかけ

〇声かけ、促し指示、
介入

（作業、入浴、食事）

〇周囲の状況

（不快な声や音など）

先行条件（Ａ） 行動（Ｂ） 結果条件（Ｃ）

行動問題

〇食事をトレーごと払いのける

適切な行動

〇落ち着いて食事ができる

代替行動

〇コミュニケーション手段

（一人にして欲しいサイン等）

〇適切なスキンシップの時間

（生理的要因）

睡眠、日中活動（作業
等）の影響

（物理的要因）

個別エリア

（社会的要因）

〇充実した時間、情緒安定、賞賛等あり

〇指示や促しが少なくなる

〇次の活動までの見通しをもてる

〇職員が片づける

○キャスターへの片づけ無し

○食器が散らかる音刺激

行動への方略
〇支援者は、本人が自分で切り
替われるまで待つ。また、一旦、
退室して落ち着くまで時間をあ
ける

結果への方略
○自室にて一人で動いていいような環境
設定を行う（ご飯、着替え、お布団の準
備や水の管理等）
○何度も入室しない（必要以上に刺激を
与えない）

背景への方略 直前への方略

居室の個別エリアで
食事をとる

（音や視界、人刺激
を極力減らす）

キャスターへの片づ
けが負担になってい
ると考え、その工程
を無しにする

〇人の気配を感じさせ
ない様に、自室の近くで
待機しない

〇モデリングや具体物
等、声かけを最小限に
とどめる

〇一人になれる（人の気配がなくなる）

〇次の行動のきっかけを得る

〇見通しが持て、安心する

感覚

拒否

注目

要求

注目

注目



（行動②：トイレ以外での排泄）
A B C 分析・競合行動バイパスモデル

状況事象（Ｅ） 直前のきっかけ

〇声かけ、促し指示、
介入

（作業、入浴、食事）

〇周囲の状況

（不快な声や音など）

先行条件（Ａ） 行動（Ｂ） 結果条件（Ｃ）

行動問題

〇ソファーやホールの床での排泄

適切な行動

○自立的にトイレで排泄する

代替行動

〇コミュニケーション手段

「こっちを見て」「部屋に来て」

「トイレを誘って」

〇睡眠、日中活動の影
響

○個別エリア

○生活環境の変化

（引っ越し）

〇充実した時間、情緒安定、賞賛等あり

〇指示や促しが少なくなる

〇次の活動までの見通しをもてる

〇職員が片づける

〇衣服が濡れる感覚

行動への方略
〇使いやすい便器（男性用）の
工夫

結果への方略
○自室にて一人で動いていいような環境
設定を行う（ご飯、着替え、お布団の準
備や水の管理等）
○何度も入室しない（必要以上に刺激を
与えない）

背景への方略 直前への方略

〇居室に近いトイレ
で排泄する

○時間排泄による声
かけ促しをやめる

○5月～8月取り組ん
だが自立行動が形成
されない。

○時間の持て余し

〇人の気配を感じさせ
ない様に、自室の近くで
待機しない

〇モデリングや具体物
等、声かけを最小限に
とどめる

〇注目を得られる

〇関わりが持て、安心する

注目

感覚

要求

注目



行動が果たしている意味（機能：役割）

機能（目的） 考えられるメッセージ 行動の型

人とのやりとり
に関りたい

（注目）

「私を見て見て」

「私と遊んでください」
・自傷、他傷

・物壊し

・飛び出し

・物投げ

・泣き叫ぶ

・床にひっく
り返る など。

活動・モノ・食
べ物等を手に入
れたい（獲得）

「お腹がすいた」

「友だちが持っている物
が欲しい」

終わりたい、避
けたい（逃避）

「一人にして」

「これはしたくない」

自己刺激的な事
象を行いたい
（感覚刺激）

「これをすること自体が
好きです」

MAS：動機付けアセスメント尺度

ＭＡＳ.docx


MAS（動機付けアセスメント尺度）の結果
採点者 感覚 逃避 注目 要求

A ４ 14 15 7

B ７ 9 17 14

C ６ 9 9 ３

D 13 8 14 13

E ７ 13 13 11

F 11 11 10 11

G 10 13 12 11

H 11 10 14 11

合計 69 87 104 81



MAS（動機付け評定尺度）1992

第31回こうさい療育セミナー（2020年1月31日）
「行動障害支援『再考』」弘済学園 高橋 潔

対人接近傾向

対人回避傾向

受動的
消極的・依存

的

能動的
積極的・主体

的

「注意喚起」

「感覚刺激」

「要求実現」

「逃避回避」



MASの枠組みだけでは分かりにくい自傷行動について

●興奮の抑制（嫌悪的状況）

社会的な文脈ではなく、自ら意図していたこと
に失敗した時（内的環境遮断型）や、外部から
の嫌悪的な物理的刺激を先行刺激として生起す
る行動（外的環境遮断型）

●興奮の抑制（楽しい状況）

何かの活動を行うことで楽しんでいるが、その
状態が高じてステレオタイプの行動型が生起す
る行動 自傷行動の分類試案（肥後，1995）



行動マトリックスチャールズ・R・ドリュ

ー（2020）を援用し作成時間 活動内容 行動
できている行
動

チェックポイント
①自発的か
②選択の有無
③正の強化の随伴
④興味関心

気になる行動
できない行動

望ましい行動

16：
30

帰宅 玄関から入室 片づけ場所の明確
化

カゴに投げ入れ
る

カバンと靴の片づけ

17：
00

入浴 写真カードを
確認、移動

導入後、自発的な
移動を強化する

浴槽やドアを叩
く、蹴る

リラックスした入浴

18：
00

夕食 食事は自立 アイスの味の選択 食事の払いのけ 落ち着いた食事

19：
00

余暇 テレビを観
る

テレビ番組の選
択

ソファをひっ
くり返す
失禁

落ち着いてテレビを
観る。スタッフと関
わる

20：
00

歯磨き 歯磨き 自立した行動へ
の分化強化

歯ブラシを投
げる

一連の流れを自立し
て行う

21：
00

就床 布団に横に
なる

布団を準備する
とスムーズに就
寝

6：00 起床 照明をつける
起床後のトイ
レ

スタッフルーム
のドアを叩く、
蹴る。
失禁

【支援のポイント】
・小さな成功体験や支援員と一緒に何かをやり遂げる体験の積み重ね
・着替えや排泄など、本人ができることには不必要な声かけや介入はしない
・他害や物叩きについては無反応で対応



Fig.１



＜強度行動障害判定基準＞
行動障害の内容 Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期

ひどい自傷 ５ ０ ０ 3

強い他傷 ５ ３ ５ 1

激しいこだわり １ ２ １ 5

激しいもの壊し ５ ３ ３ 5

睡眠の乱れ １ １ ２ 1

食事に関する障害 ５ ０ ０ ０
排泄に関する障害 ３ ０ ０ 5

著しい多動 ３ ３ ２ 0

著しい騒がしさ ５ ０ ０ 0

処遇困難な状態 ０ ４ ３ 0

粗暴等で処遇困難状態 ０ ３ ３ 0

合 計 33 25



【問題の所在と目的】
本事例A氏（当時19歳）と筆者が出会ったのは、民

間療育施設S園で3泊4日の宿泊プログラムを実施して
いる時であった。経緯として、養護学校（当時）高等
部在学中、家庭内での粗暴な行為（特に朝の起床時）
、また学校でも些細なことが原因で「激しいかんしゃ
く」行為がみられ、高等部2年の終わり頃から学校に
行くことを拒否していた状況があった。結果、A氏自
身の生活場面の狭まり、家族の心理的負担、将来の生
活設計の見通しの立たなさが、地域生活をしていく上
で著しい障害を生じさせていた。

本人が示す具体的な行動問題としては、以下の通り
である。なお、本研究を進めるに当たって事前に保護
者に対して研究の目的及び収集した情報が個人情報の
保護に配慮した上分析される旨を説明した。



学校に通学できていない状態に対しては、担任の先
生が家庭を訪問するなどして状況の改善を試みてはい
たが、解決の糸口をつかめずにいた。当初S園では情
報収集とアセスメントを実施し、実態把握の上学校と
協力しながら療育支援を進めていたが、家族と一緒の
生活に限界がきている状態もあり、24時間体制の宿泊
支援を視野に入れながら支援の日数を漸次増やしてい
った。教育や福祉の制度やサービスが変わっていく中
で、本人および家族にとって最良の支援体制を模索し
ながら、フォーマル、インフォーマルを問わない形で
、できる限りの協働体制を取り組んできた。強度行動
障害の状態の軽減と改善を進めながら、自立した地域
生活を支援するため、本研究では、それぞれの時期ご
とにその経過と成果を考察するとともに、今後の課題
を抽出することを目的とする。



・Aさん自身の生活場面の狭まり、家族の心理的負担、将
来の生活設計の見通しが立たないといったことが、地域
生活をしていく上で著しい障害を生じさせていた。

・現在40歳になるAさんは、養護学校高等部在学中以来

「激しいかんしゃく」を起こすことが度々ありました。

その行動とは？

レベル１：表情が硬く、目つきが変わる
レベル２：上記に加えて大きな声を上げる等
レベル３：物を叩いたり、壊したり等の破壊的な行動
レベル４：髪を引っ張ったり蹴ったりする他害行為



行動のきっかけと機能

・きっかけ

・好みの場所、人からの切り替え

・叱責、注意の声そのもの

（本人に向けられているか

どうかにかかわらず）

・行動の規制、制止

・生理的要因

（睡眠不足、排泄）

・機能
活動、人の要求

（拒否、拒絶）

フラッシュバッ
ク



生育歴

1979 誕生 → 通園施設
養護学校小学部入学（7歳）中学部入学（13歳）

1995 養護学校高等部入学（16歳）
2学年当初より登校拒否気味（S園に相談）

1996：18歳 卒業間際より、S園を本格的に利用開始

1997：19歳 宿泊を含めた日中活動(カラオケ、プール等)を支援

1999：20歳 2泊から3泊へ宿泊回数を増やす

2000：21歳  3泊4日（月～木）の宿泊中断 ※外活動中心

2001：22歳  8月、プログラム中に足を骨折（約半年治療）

2002：23歳 10月より半年間、対応職員固定（男性職員） 
2003：24歳  6月より、S園との協力体制のもと支援開始

9月よりグループホーム利用開始（月に1回→毎週）

2006～2007 行動援護サービスを活用しながら協働支援体制

2008～2010 地域の生活介護事業所を通所利用

2010～2018 他地域の生活介護とグループホームを利用

2019～2022 行動支援センターK（F市）利用開始

2022～ グループホーム利用開始（地域移行）



対象者プロフィール
１）対象者Aさん

てんかん発作をもつ最重度の精神遅滞がある
男性

２）家族構成
父・母・姉・本人

３）身長：約１７６ｃｍ 体重：約８０ｋｇ

４）健康，医療に関して

てんかん発作があるため、服薬は欠かせない。
口が開いている状態が多く、よだれが出るこ
とが多い。足元が不安定で、階段などの段差
でつまずいて転びやすい。



２）コミュニケーション能力

• 受容コミュニケーション能力は、「ご飯、お茶、姉、運
転手、先生」などの身近な人や物の名称は理解できる。
ただ、言語よりも具体物や写真による理解が最も分かり
やすいようである。

• 表出コミュニケーション能力は、「るい（姉）、パパ、
ママ、先生」などはよく出る言葉であり、機能としては、

特に共感を求める場合に使う。また、10種類ぐらいの
ジェスチャー（床屋さん、ドライブなど）もできる。要
求表現は乏しく、しかも分化していない。髪を引っ張っ

たり、噛み付いたりする攻撃行動は、意思表現の代替
行動のようである。



３）余暇活動

・注意転導の傾向が強く、一人での適切な時間
のすごし方を学習していない。そのため、ど
うしても誰か周囲の人がかかわる場面が増え、
そのことによってかえって問題行動が増え、
その結果、日常生活を制限されてきた経緯が
ある。

・一人にしておくと徘徊がほとんどである。



４）家庭での生活能力

①食事
じっとして食べられない。咀嚼力が弱く、目と手の協
応の悪さなどから食べこぼしも多い。

②衣服の着脱
ボタンかけは時間がかかる。細かい工程、前後の区別
は厳しい。

③排泄
自分からトイレに行くことは難しく、時間をみて連れ
て行っている。トイレ場面への抵抗があり、慣れない
場所ではしないことがある。

④睡眠
波があるが、ほぼ一定



５）地域生活能力

• 家庭で毎日決まってする活動は少なく、
ビデオや音楽で過ごす事が多い。

• 自動車への危険意識はまったくなく、外
出先でも好きなバスやトラック、民家の
インターホン、非常ボタンなど興味ある
物や、人を見つけると、突進していくこ
とがある。

どうしても規制せざるをえない環境が多くなってしまう



６）社会性
人への関心が強く、相手の状況にかかわら
ず接近しようとするので、配慮が必要な場
合がある。待つ、我慢する、気分を切り替
えることができず、周囲の配慮と援助が必
要である。中でも自己コントロールについ
ては、周囲の人による外的なコントロール
が必要なレベルであるが、周囲の要求に従
う行動も定着していない。一人で行動する
という能力も十分に育っておらず、常に援
助者のかかわりを必要としている。

表情と感情は一致しており喜怒哀楽のよう
な基本的な情緒を示すことはできる。



E：状況事象 A：先行刺激 B：行動 C：結果

好きな活動か

らの切り替え

水着の脱衣介助
の際、頭をみせ
た

Sの髪を
引っ張る

無反応

・アナウンス

・監視員室へ
の逸脱

プールから音楽
が聞こえ、そちら
へ行こうとする

（アクアビクス）

着替え介
助のSの
服を引っ
張る

別のSが介助

プール脱衣場でのかんしゃく行動のABC分析
＜7月21日公共プール利用＞※Sは援助職員



A B C 分析（他者への他害行為）

状況事象（Ｅ） 直前のきっかけ

〇声かけ、促し指示、
介入

（作業、入浴、食事）

〇周囲の状況

（不快な声や音など）

先行条件（Ａ） 行動（Ｂ） 結果条件（Ｃ）

行動問題

〇他者を叩く、噛みつく

適切な行動

〇一人で過ごせる活動レパートリー

〇次の行動へ進むために時間を要す
ることを適切に伝える（タイミング）

代替行動

〇コミュニケーション手段

（一人にして欲しいサイン等）

〇適切なスキンシップの時間

〇長期休み、行事等

〇支援者の入替わり等

〇新ヘルパーの支援

〇生理面（睡眠、便秘）

〇充実した時間、情緒安定、賞賛等あり

〇指示や促しが少なくなる

〇次の活動までの見通しをもてる

〇指示や促しをする人がいなくなる

（支援者が退室し一人になる）

〇取り組みたくない活動からの逃避

行動への方略
〇支援者は、本人が自分で切り
替われるまで待つ。また、一旦、
退室して落ち着くまで時間をあ
ける

結果への方略
○自室にて一人で動いていいような環境
設定を行う（ご飯、着替え、お布団の準
備や水の管理等）
○何度も入室しない（必要以上に刺激を
与えない）

背景への方略 直前への方略

〇学校から事業所へ
の移行

〇丁寧な引き継ぎ

〇服薬調整、ストレ
スの軽減

〇人の気配を感じさせ
ない様に、自室の近くで
待機しない

〇モデリングや具体物
等、声かけを最小限に
とどめる

〇一人になれる（人の気配がなくなる）

〇次の行動のきっかけを得る

〇見通しが持て、安心する

感覚

拒否

注目

要求

注目

注目



・車内にあらかじめ提示しておく

・写真の認知力はある程度あるが、

建物とあわせて人物を見せること

で 理解を促す。

プール レストラン GH

外出時のスケジュールシステム



個別支援プログラムの実践と経緯

第1期

①：行動障害の改善ないし軽減

②：社会資源利用に向けて

③：家庭においての在宅支援

④：他機関との協力、連携を経て



標的行動の推移
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第Ⅰ期①：行動障害の改善ないし軽減

平成８年３月～平成１２年７月

優先課題

・情報収集と基本的アセスメント

・標的行動が生起する具体的な状況の分析

・援助目標、方針の決定

プログラムの実践

・人的、物的な環境整備（家庭、学校、S園）

・好みの活動アセスメント（スケート、カラオケなど）

・家庭を離れての宿泊実施（母親の休息）



第Ⅰ期②：社会資源利用に向けて

平成１２年８月～平成１３年８月

＜実践の実際と課題＞

・GH３箇所を利用した屋内活動と山歩き

・活動（山歩き、GH）の拒否

・地域住民とのトラブル → 宿泊環境の
見直し＜修正＞

楽しめる外活動の模索（公園、外食、山歩き、プール）

（→ プールは学校のプール開放日を貸切）

（→ レストランは刺激の少ない場所）

男性キーパーソンの構築（半年：担当固定）



第Ⅰ期③：家庭においての在宅支援

平成１３年８月～平成１５年５月

＜実践の実際と課題＞

・外活動中の事故（右足首の骨折）

→ 入院、治療、通院

・固定された男性職員ではなく、柔らかく対
応できる人の幅を広げる

→ 家庭への引継ぎ時においての対応

＜修正＞

・男性職員中心となり、家庭へ出向く

・訪問歯科の利用



第Ⅱ期：地域の通所施設利用と宿泊へチャレンジ

25歳前後、自宅への訪問支援の形態のまま、
地域の通所施設とS園との協力体制のもと支援
を開始する。また、定期的な宿泊プログラム
の実施を目指して、グループホームを月に1回
程度、体験利用することから始め段階的に毎
週利用できる状態にしていった。

＜第Ⅱ期のポイント＞
○事業所間の連携（ネットワーキング密度を大切）
○宿泊に向けた取り組み



第Ⅱ期②：他機関との協力、連携を経て
＜実践の評価＞

・限定された活動、人を広げる

→ GHでの屋内活動が本人拒否のため断念

・GHでの宿泊利用開始（宿泊再開：２年）

（月に1回から、現在は毎週利用）

＜修正＞

・対応職員２名から１名への挑戦

・職業行動的な屋内活動の見直し

・GH利用日の増加（連泊）

所属機関の変更（支援費の利用） → 連携、協力体制



５）今後の展開

・社会資源の活用（対応できる人の幅）

（公共プールの利用、レストランなどでの
食事）

・GHでの宿泊回数の増加（社会的自立へ）

・屋内活動場所の確保

→公共交通機関の利用（電車、バスなど）



第Ⅲ期：行動援護利用から生活介護利用へ
20代後半から30代前半までの時期、制度的に障害

者自立支援法が施行され、また新しい外出支援サー
ビスである「行動援護」が始まったのを契機に、協
働体制を整えていった。
今期の連携体制は、数か所の事業所がボランティ

アも含めて連携し、またF市独自に開始された強度
行動障害に関する研修の影響も受けながら、支援者
間のネットワークを構築していった。その後、住み
慣れた地域に生活介護事業所が開所したタイミング
で通所利用が可能となったものの、依然として宿泊
支援は実現できないままであった。

＜第Ⅲ期のポイント＞
○制度が変わり、利用サービスが変更された
○宿泊に対応するサービスが実施できない状態



移行支援会議と宿泊モデル事業の実施
※宿泊モデル事業（多事業所の人的物理的協働支援のもと）

2008年（H20年）

12月7日 12月12日 12月20日 12月27日（4回）

2009年（H21年）

1月24日 1月29日（2回）

＜ケア会議＞

2009年（H21年）

1月8日 1月16日 3月5日 4月14日 10月2日 10月26日

（6回）

＜移行支援会議＞

2009年（H21年） 10月29日 12月23日

2010年（H22年） 3月2日

2011年（H23年） 3月14日





第Ⅳ：自立した生活をする
30代前半より、住み慣れた地域からは

離れているが、行動障害のある方の居住
支援を行っているグループホームの利用
が始まる。日中は、生活介護を利用して
の個別活動を提供されていた。活動とし
ては、これまで取り組んできた内容を概
ね踏襲し巨視的視点での支援体制を深め
ていった。

＜第Ⅳ期のポイント＞
〇家族から自立した生活の安定
（通所とグループホーム）
〇週末は自宅帰省（住み慣れた地域から離れている）



【結果】

これまでの経緯を見てきたように、行動
障害のある方の日中活動や暮らし、余暇等
の地域社会での活動を支える支援を継続す
るためには、徹底した本人中心主義の環境
設定を模索してきたことが把握できる。

つまり、既存の社会資源（無い場合は開
発していく）を活用しながら支援体制を整
えていき、同時に当事者から学ぶ姿勢を身
につけた支援者を拡大させていくことも目
指されてきた。



＜強度行動障害判定基準＞
行動障害の内容 開始 Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期

ひどい自傷 ０ ０ ０ ０ ０
強い他傷 ５ ３ ３ ５ ３
激しいこだわり ３ ２ ２ １ １
激しいもの壊し ５ ５ ３ ３ ２
睡眠の乱れ ３ １ １ ２ １
食事に関する障害 ０ ０ ０ ０ ０
排泄に関する障害 ０ ０ ０ ０ ０
著しい多動 ５ ３ ３ ２ ２
著しい騒がしさ １ ０ ０ ０ ０
処遇困難な状態 ５ ４ ４ ３ ２
粗暴等で処遇困難状態 ５ ４ ３ ３ ２

合 計 ３２ ２２ １９ １９ １３



まとめにかえて

個別支援計画に基づく援助実践は、単に
行動障害の軽減を図るだけといった消極
的なプログラムではなく、対象となる人
自身の自立心の向上や社会参加に向けた、
技能や経験の広がりをもったプログラム
内容を提供することである。

２４時間、３６５日を視野に入れた支援体制を



【考察】

本事例のように、A氏は家庭や学校、地域
において危機的な在宅の状況から住居の場の
確保と他事業所間の連携協働体制の構築、多
種多様な支援の在り方によって確かな実践が
積み上げられたケースである。

今後、現在の暮らしを更に安心感のある生
活を維持安定させいくためには、周囲の地域
住民の理解と協力を得ることと並行しながら
、地域社会の構成員として活躍できるように
、本人の「自己実現」を進め高めていく必要
があると考える。



Ⅳ 考察①
今後、現在の暮らしを更によりよくしていくため

には、自立的な適切行動の形成が重要になってくる
。また、地域生活を深めていくためには、家庭生活
スキル形成と並行して、店での買い物やレストラン
での外食、バスや電車などの公共交通機関の利用な
どを視野に入れた実践を考えていきたい。

グループホームでの安心感のある生活を継続して
いくためには、通所施設との連携はもとより、周囲
の地域住民の理解と協力を得ることが重要となる。

今後も地域社会の構成員として活躍できるように
、正の強化による自立した行動レパートリーの増加
によって、本人の「自己実現」を進めていく必要が
あると考える。



考察②
井上らによると、「行政概念として登場した

強度行動障害が、研究知見の蓄積によって学術
的な概念として確立されつつあるといえる。し
かし、強度行動障害に関する研究知見は、まだ
それほど多いとはいえない。特に強度行動障害
を示す対象者が、判定基準表にある行動以外に
どのような特徴を持っているのかについては、
実証研究がほとんど存在しないのが現状である
（井上ら,2011,知的障害者入所更生施設利用者
における強度行動障害とその問題行動の特性に
関する分析）」と述べている。



筆者がこれまで関わってきた強度行動障害のある
障害者の、判定基準以外の特徴を整理すると、以下
の傾向がある。
他者への関心（視線、顔色、行動）、周囲の状況

を過剰過度に気にする傾向が高い。（依存心が高い
、他者存在依存？）
また、1人で過ごす活動レパートリーの乏しさ（

障害由来の活動制限）もあいまって、親や支援者が
関わっていないと落ち着いて（情緒が安定して）過
ごせない状況を作り出している。



適度な他者意識は、「ほめてもらいたい」「
認めてもらいたい」という社会的な承認欲求、
あるいは愛着形成として機能し、正常な発達を
促進する要因と考えられるが、過度になると自
立的な行動形成を阻害し、何らかの問題行動（
周囲に悪影響を及ぼす）に発展するリスクを伴
う場合がある。

これは人の反応（人間的環境要因）が複雑で
あり、関係性の有無とも関連する。周囲に悪影
響を及ぼすような状況になって初めて、他者存
在への過剰な意識や依存が問題視され、行動問
題となり、その行動を修正しようとして注意や
叱責（正の弱化）が生じる結果となる。



その行動問題が正の弱化による対応で（一時的であれ）軽減

される場合もあれば、より強度の高い行動（消去バースト）で注
目を獲得しようとする状況が生じることも想定される。例えば、
本事例でも、トイレではない場所での排泄、（恥ずかしいという
感情が弱いためか）人前で衣服を脱いでしまう行為、などである
。

他者とのトラブルが生じれば、制限された環境で過ごさざるを
得ず、1人で過ごしてもらおうとすればするほど、他者への執着
（注意喚起）が強くなると予想される。

また、人への関心（依存心）が高すぎることが問題視されない
まま思春期を迎え、力関係や場当たり的な支援では対応できなく
なってしまうことがある。自立的な行動が未形成、未熟のままで
放置されていることが、強度行動障害の大きな要因と考えられ、
人への過度な依存的行動が判定基準表にある行動以外の大きな特
徴であると考える。



障がい者 地域生活・行動支援センターK

2006年にZ市強度行動障がい者支援調査研究会
を設置し、行動障害への支援方法を研究、検討を開
始。 2013年度の障がい者等地域生活支援協議会
（Z市の自立支援協議会）では、強度行動障害者の
住まいの場、短期入所の場、日中活動の場の不足が
地域課題として共有された。協議会の意見も踏まえ
て、調査研究会では、強度行動障害者集中支援モデ
ル事業を開始。

当グループホームは、強度行動障害のある方への
地域生活の支援と保障に向け、他関係基幹との実働
、協働により、一層の連携をはかっていく。
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アイデア・情熱・であい

関わ
り方

教育観
福祉観

人間観・文化観

理念・価値観
信念・哲学重要

教材研究・手順書
支援方法・記録方法
構造化（環境設定）



構造化の意味（成田 孝：鹿児島国際大学）

・「構造化」とは、状況が持っている意味が明確に伝
わるようにして、子どもが過ごしやすく学習しやすい
環境を設定することであり、長所を生かして欠点を補
う方略であり、自立や自己決定や自己実現を容易にす
るための手法である（内山登紀夫）。

が、

過度、強要、逆効果にならないように留意しなければ
ならない。（テキストP73）

なぜならば、

「構造化」は方法（手段）であって、目的ではない、
から。



「させる・させられる活動」ではなく「する活動」を

「構造化は、子どもが単に分かって動くためでなく
、わかることの質、動けることの質、を高め、人と
関わりながら見通しをもって目的的、主体的に行動
できるようにするために、主体性（判断力、思考力
）を高めるために設定されなければならない。（上
岡一世）

一人ひとりに合致した構造化の追求は必要だが、そ
れ以上に教材研究が求められる。構造化は方法論で
完結するのではなく、学習内容及び何を学ぶかを最
重視しなければならない。学習内容・課題が子ども
（能力や興味・関心）に合っていなければ、構造化
は空回りする。















日本における知的障害者の地域生活移行の支援
への示唆

五 本人支援
日本の移行支援においても本人支援が大きな
課題となっている。移行の有無についての希望
は本人に尋ねられるようになったが、移行時期
・移行場所・共同入居者・支援者・支援内容に
ついて支援を受けながら自己決定する機会は十
分に保障されているとは言い難い（鈴木2005）
。
日本のグループホームでも、本書で記述され
ているような行動変容プログラムに類似する方
法が、とりわけ自閉症を伴う行動障害のある本
人に対して実施されることが見られている。日
本では「構造化」や「TEACCHプログラム」が自
閉症の本人支援において重視されているが、こ
うした方法論を過剰に適用することによって本
人の行動を管理する状態が生じていないかどう
かということについて客観的に検証することが
求められる。
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